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代 表 者 代表取締役 中村 哲己 

 

資 本 金 3,026百万円 

担 当 役 員 取締役 常務執行役員 廣澤 遵 従 業 員 数 1,778名(廃棄物担当     46名) 

(脱炭素社会担当   20名) 

(自然共生社会担当 80名) 

設立年月日 1963年 4月 1日 売 上 高 44,322百万円  

(廃棄物関連        939百万円) 

(脱炭素社会関連    411百万円) 

(自然共生社会関連 2,730百万円) 

登 録 部 門 ・建設コンサルタント 

（廃棄物部門登録 済） 

・地質調査業 

・補償コンサルタント 

・測量業 

・一級建築士事務所 

・計量証明事業 

・土壌汚染対策法第3条第1項に基づく

指定調査機関 

・気象予報業 

加 盟 団 体 （一社）建設コンサルタンツ協会 

（一社）廃棄物資源循環学会 

（公財）廃棄物・３Ｒ研究財団 

ＮＰＯ最終処分場技術システム研究協会 

（一社）日本環境アセスメント協会 

（一社）海外コンサルタンツ協会 

（一社）国際建設技術協会 

（公社）土木学会 

（公社）日本技術士会 

（公社）日本ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｴﾝｼﾞﾆｱ協会 

ＩＳＯ認証 ISO 9001:2015 認証番号MSA-QS-4 

ISO14001:2015 認証番号MSA-ES-10 

有 資 格 者 1.技術士 

①廃棄物関係(衛生工学･資源工学部門) 12名 

②環境部門 37名 ③その他部門  960名 

2.ＲＣＣＭ 

①廃棄物部門 1名 ②その他部門  246名 

3.その他 

①環境計量士 6名 ②ビオトープ士 27名 

 
本社・東京本社 〒103-8430 中央区日本橋浜町3-21-1 日本橋浜町Fタワー TEL 03-3668-0451 FAX 03-3639-9426 

大阪本社 〒541-0045 大阪市中央区道修町1-6-7 北浜MIDビル TEL 06-6206-5555 FAX 06-6206-6050 

東北支社 〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-1-25 東二番丁スクエア TEL 022-261-6861 FAX 022-264-4423 

中部支社 〒460-0003 名古屋市中区錦1-5-13 オリックス名古屋錦ビル TEL 052-218-3833 FAX 052-218-3821 

九州支社 〒810-0041 福岡市中央区大名2-4-12 シーティーアイ福岡ビル TEL 092-714-2211 FAX 092-711-8316 

 
業 務 内 容 事業活動を通じて目標達成に貢献（ SDGs 1/ 2/ 4/ 6/ 7 /9/ 11/ 12/ 13/ 14/ 15 ） 

組織活動を通じて目標達成に貢献（ SDGs 3/ 5/ 8/ 10/ 16 17 ） 

【環境・社会事業】環境（資源循環・エネルギー分野、建設環境分野）、防災、情報・電気、地質等 

資源循環・エネルギー分野では、脱炭素社会や循環型社会の実現に向けた政策形成や事業化の取り組み、廃

棄物の不法投棄・土壌汚染などの問題に対して、調査・計画・設計・施工監理・モニタリングに至る総合的な支

援を行います。 

✓ 自然環境や生活環境に関する調査・アセスメント、解析、計画から環境影響手続きまで環境面の広範な

課題の解決 

✓ 先進的技術の開発・導入による環境調査・保全計画の立案 

✓ グリーンインフラの研究、導入に向けた検討と普及活動の実践 

✓ 廃棄物処理施設整備・更新事業の総合的支援（発注者支援・施工監理・ＰＦＩ事業化支援等） 

✓ 災害時の廃棄物対策の強靭化事業支援・処理計画立案 

✓ 不法投棄廃棄物・土壌地下水汚染の環境修復事業支援 

✓ 除染・放射能汚染対策に関する調査・計画・設計 

✓ 脱炭素社会や地域循環共生圏の実現に向けた計画の策定支援 

✓ 再生可能エネルギーの導入計画策定支援・導入事業の具体化支援 等 

【流域・国土事業】河川・海岸、ダム、砂防、上下水道、機電設備等 

【交通・都市事業】道路・交通、都市・建築等 

【建設マネジメント事業】公共調達支援、ＣＭ・施工管理 

  



 

廃棄物関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R2 環境省 平成３０年７月豪雨における災害廃棄物処理の振り返り業務 

〃 青森県 県境不法投棄事案に係る跡地整備等詳細設計業務 

〃 静岡県 静岡県ごみ処理広域化・ごみ処理施設集約化計画案策定業務委託 

〃 三木市 次期ごみ処理施設整備基本構想業務 

〃 環境省 「令和 2 年 7 月大雨」災害廃棄物処理支援業務（その２）D-Waste.Net 派遣 

R1 館林市 廃棄物焼却熱等有効利用実現可能性調査業務 

〃 茨城県 新産業廃棄物最終処分場整備可能地調査業務委託 

〃 東京都 都域の災害対応力向上に係る業務 

〃 泉佐野市 
 

新ごみ処理施設整備事業に係る処理方式等計画策定及び施設整備基本計画策定

委託業務 

〃 環境省 「令和元年台風第19号」災害廃棄物処理支援業務（その２）D-Waste.Net 派遣 

H30 環境省東北地方環境事務所 
 

東北地方ブロックにおける大規模災害に備えた地方公共団体による災害廃棄物

処理計画作成支援業務（青森県に所在する市町村等対象）  

〃 野洲市 野洲クリーンセンター第二期長期包括運営委託発注支援業務 

〃 福井県若狭広域行政事務組合 広域ごみ焼却施設整備に係る発注支援業務  

〃 八代市  八代市一般廃棄物最終処分基本方針策定業務 

 
脱炭素社会関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R2 さいたま市 （仮称）第2次さいたま市環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）等策定支援業務 

〃 福島県 中通り地域におけるスマートコミュニティ導入調査事業業務委託 

〃 千葉市 下水道における地球温暖化対策推進計画策定業務委託 

〃 姶良市 姶良市地域エネルギービジョン策定等支援業務 

R1 資源エネルギー庁 エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（福島県における再生可能

エネルギー導入促進支援のための調査） 

〃 黒石市 中野川水系砂防堰堤を利用した小水力発電事業性評価・発電事業者公募事業 

〃 旭川市 廃棄物エネルギーを活用した電気の自営線供給等に係る実現可能性調査業務 

〃 東京都水道局 CO2排出量削減に関する調査等業務委託 

H30 松本市 松本市カーボン・マネジメント強化対策検討業務委託 

〃 山形県 山形県洋上風力発電協議会事業に係る調査等業務委託 

〃 熊本県 熊本県総合エネルギー計画改定基礎調査業務 

〃 福島県浪江町 浪江町水素利活用設備導入可能性調査事業 

 
自然共生社会関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R2 関東地方整備局本局 関東地域におけるグリーンインフラ等活用方策検討業務 

〃 東京国道事務所 大和町交差点他大気浄化技術等検討業務 

〃 松本砂防事務所 令和2・3年度姫川流域猛禽類他環境調査業務 

〃 利根川水系砂防事務所 浅間山砂防管内環境調査業務 

R1 (株)ネクスコ東日本エンジニ

アリング 

首都圏中央連絡自動車道 大栄 ＪＣＴ～松尾横芝ＩＣ間自然環境調査 

〃 (財)水源地環境センター 木屋川ダムの景観・人触れ等に関する業務委託 

〃 江戸川河川事務所 江戸川管内環境検討業務 

〃 利賀ダム工事事務所 令和元・2年度 利賀ダム猛禽類調査業務 

H30 川崎国道事務所 騒音及び大気常時観測局デ－タ収集・整理他業務 

〃 大宮国道事務所 上尾道路２期他環境保全対策検討業務委託 

〃 中日本高速道路株式会社 新東名高速道路 秦野～山北間猛禽類調査検討業務（平成30年度） 

〃 文京区 （仮称）文京区生物多様性地域戦略策定支援業務委託 

 

担当者所属氏名  東京本社 地球環境センター 次長  松本 真           TEL 03-3668-0476 

住     所 〒103-8430 東京都中央区日本橋浜町3-21-1 日本橋浜町Fタワー FAX 03-5695-1905 

                            E-mail  sn-matsumoto@ctie.co.jp 


